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１．はじめに 

 

我が国では、２０世紀後半の高度経済成長期におけ

る人口増加や自動車社会の急激な発達により、都市スプ

ロールが進展し、特に中小都市では都心の空洞化・中心

市街地の衰退化など様々な問題を引き起こしている。ま

た、拡散した都市構造に対する道路・上下水道などの都

市インフラの整備・維持管理にも多くのコストがかかる。

このような問題に対し、近年では、ローコスト・省エネ

ルギーなどの観点から都市の「コンパクト化」が議論さ

れている。 

一方で、我が国の総人口は、平成１８年を頂点にそ

の後、減少傾向へと向かい、多くの自治体で人口規模が

縮小すると言われている1)。人口増加から人口減少へと

転換する現在、コンパクトな都市を目指すため、都市ス

プロールの問題を解決することが重要な課題のひとつで

あると考えられる。このような問題を将来的な視点から

検討するためには、より小地域での将来人口推計が必要

となり、今日では、限界があるものの『日本の市区町村

別将来推計人口』など、小地域での分析における良好な

結果も得られている。 

コンパクト化に関する研究として、佐保2)は人口と宅

地を都市機能と定義し、都市機能の集積度をコンパクト

性とし、都市を類型化している。また、森本ら3)4)、松

橋5)、堀ら6)、藤原ら7)の各論文では、人口分布・密度、

土地利用、都市形状、などと運輸エネルギーの関係から、

都市の高密度なコンパクト化と運輸エネルギー負荷は大

きく関係性を持つという結論を導いている。腰塚8)は、

移動時間という観点から最適な３次元都市モデルを示し

ている。さらに、黒川ら9)がスプロールに対する都市基 
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盤整備の費用をスプロール形成後と形成前との比較を行

っている。人口モデルに関する研究としては、古藤10)は、

過疎地域において、国勢調査人口を用いて、地域の経年人

口変化をもとに、地域全域における人口減少の特性を分析

することで、人口減少に対する人口モデルを構築している。 

これらの既往研究に対し、本研究では、我が国の都

市スプロールの将来に関する概観を得ることを目標とし

て、国勢調査全国メッシュデータから日本全域にわたり、

３次メッシュ区画単位での平成４２年までの将来人口予

測を行う。メッシュ単位での将来人口推計の可能性を実

証的に検討し、将来における都市インフラ整備・維持の

ためのコストを検討するための一端として、将来におけ

る人口密度と自動車利用の推移について考察することを

目的とする。 

 

２．将来人口推計モデル 

 

（１）データ概要および対象区域 

将来人口推計モデルを検討するに当たり、平成２・

７・１２年の国勢調査・地域メッシュ統計における３次

地域区画での性別年齢階層別人口を用いる。国勢調査・

地域メッシュ統計とは、国勢調査をもとに総務庁が各調

査区の基本単位と地域メッシュとを対応させ、各メッシ

ュごとにデータを集計した12)ものである。３次地域区画

とは、日本全土に対し、緯度・経度を基準として区画さ

れた約８０Km×８０Kmの１次地域区画を各辺８０分割

した約１Km×１Km単位の区画であり、本研究ではこの

３次地域区画を対象とし、５年毎の推計を行う。 

 地域メッシュ統計では、各都道府県ごとに常住者のい

る（人口のある）区画に対してデータが与えられており、

本研究では、平成２・７・１２年において、地域メッシ

ュ統計に３次地域区画が与えられている全ての地域を分

析の対象とする。表-1は、各年次にデータが与えられて

いるメッシュ数を示している。 

 また、年齢階層は、５歳ごとの０から８４歳までの１

８区分と８５歳以上の計１９階層の区分を用いる。 

 

 



表－１ 国勢調査に掲載されている３次メッシュ数及び総人口 

年 総人口（人） メッシュ数 
平成２年 123,611,167 161,065
平成７年 125,570,246 155,701
平成１２年 126,925,843 156,998
対象地域  166,452

 

（２）将来人口推計モデルの概要 

まず、将来人口推計モデルの妥当性を検討するため

に、平成２・７年の地域メッシュ統計より、平成１２年

の人口推計を行う。そして、平成１２年の実績値と比較

する。 

一般的に将来人口推計には、コーホート要因法もし

くはコーホート変化率法を用いる。青木らの研究12)では、

国勢調査を用いて、世帯主年齢別世帯数と家族累計型世

帯数をコーホート変化率法の概念を用いて予測している。

特に小地域の推計の際は、人口移動を把握することが困

難である点などから人口変動を基にしたシンプルなコー

ホート変化率法を用いることが妥当であると考えられる。 

しかし、人口規模が小さい秘匿メッシュ、またはメ

ッシュデータの性別年齢階層別人口に０を含むメッシュ

では、変化率を基としたコーホート変化率法を用いるの

は困難である。従って、このような地域には、別の推計

法により推計を行う必要がある。 
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図－１ 各コーホートに０を含むメッシュ分布 

 

コーホート別の人口に１つ以上０が格納されている

メッシュの最大人口数は、平成２年で９４４７人、平成

７年で６６０４人、平成１２年で５４５７人となってい

る。図－１は平成２・７・１２年において、メッシュ内

の人口数（１～４０００人）ごとに、地域内の各構成別

人口に０を含むメッシュ数を示しているが、人口規模３

００人を越える付近から各構成別人口に０を含むメッシ

ュ数は極めて少なくなっている。 

 

表－２  各コーホートに０を含む地域のﾒｯｼｭ数および割合 

 Group1:人口０～２９９人 

 メッシュ数 
割合(%) 

（メッシュ数） 
人口人）

割合(%)

（人口）

Group１ 111,638 67.0(%) 9,126,574 7.19(%)

平成２年 105,831 62.24(%) - -

平成７年 105,831 61.24(%) - -

平成１２年 104,594 60.52(%) - -

Group２：人口３００人以上 

 メッシュ数 
割合(%) 

（メッシュ数） 
人口人）

割合(%)

（人口）

Group２ 54,814 32.93% 117,799,25 92.81%

平成２年 54,648 32.83% - -

平成７年 55,198 33.16% - -

平成１２年 54,794 32.92% - -

 

従って、平成１２年での人口を基準として、人口規

模が３００人未満のメッシュをGroup１、３００人以上

のメッシュをGroup２として、Group1に対しては、コー

ホート変化率法以外の個別の推計を行う。表-２はそれ

ぞれグループごとのメッシュ数・人口の概要を示したも

のである。 

 

（３）Group１における推計方法 

 前述のように、人口規模の小さいメッシュでは、コー

ホート変化率法による推計は困難であり、性別年齢階層

別に推計値を算出することも困難である。 

 従って、Group１では、メッシュ内の総人口の増分を

変化分とし、次の年次の推計にはその値を足し合わせる

ことで推計を行う。算出された推計値をもとに国立社会

保障・人口問題研究所から発行された『都道府県の将来

推計人口（平成14年3月推計）』16)による将来推計値の

全国合計値を一致させることで、補正をし、メッシュ内

総人口のみ推計を行う。この場合、コーホート別の人口

は算出することができない。 

 

４）Group２における推計方法 

Group２では、コーホート変化率法による推計を行う。

コーホート変化率法とは、メッシュ内の各構成別人口の

変化率を推計の仮定値として用いる方法であり、本研究

では、変化率を求める際に、より安定した変化率を求め

るために、当該メッシュを中心として、(７×７の)計4

9区画をその対象地域とした変化率を算出した。そして、

算出された推計値をもとに先述した『都道府県の将来推

計人口（平成14年3月推計）』との補正を行い、各構成

人口別の推計を行った。推計式は以下の通りである。ま

た、推計のフローを図-2 に示す。 

 

 

 

 



５歳以上人口 

α××=
+

−
++

+++
+

4
5

95
495

5

'
'

nn
t

nn
t

nn
t

nn
t

p
P

PP
～

～
～～         (1)-a 

０～４歳人口 

α×××= ++

40

4)0(

4915

40
4915

5
40

5

'
'

'
'

～男女

～女男

～

～
～～ P

P
P
P

PP t

t

t

t
tt

 

(1)-b 

4+nn
t P ～ :  t年n～n+4歳人口               

 

 :周囲４９区画、t年n～n+4歳人口 4' +nn
t P ～

α : 合計値補正係数                

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図－２ 人口推計のフロー 

 

（５）将来人口推計モデルの評価 

表-4はＨ2・7年データを用いたＨ12年推計値とＨ１

２年実績値とのＲＭＳ誤差をとったものであり、ＲＭＳ

誤差は、Group1では非常に高く、2.366となっているが、

Group2で、0.260、総計で、0.476となった。 

 本研究における将来人口推計は全国を一律として推計

を行っているため、土地利用など個々の地域での特性が

反映されていない。従って、将来的には、個々の地域の

特性を加えて推計を行うことで、さらに詳細な推計が行

えると考えられる。 

 

表－３ 推計モデルのＥＭＳ誤差 

 group1 group2 総計 

誤差の二乗

和 5.024E+9 1.680E+10 2.182E+10

メッシュ数 111658 54937 166452

分散 44806.4 116895650.9 126905442.5

標準偏差 211.68 1081.83 11265.23

ＲＭＳ誤差 2.366 0.260 0.476

 

 

 

 

３．将来人口推計 

 

本章では、２章で求めた将来人口推計モデルを適用

して、平成４２年までの５年毎（平成１７･２２･２７･

３２･３７･４２年）の将来人口推計を行う。推計におけ

るコーホート変化率は、平成７年と平成１２年における

コーホート変化率を用い、この変化率が平成４２年まで

継続するものと考える。Group1における推計プロセスに

おいて、負の値が生じてしまうメッシュにおいては、該

当するコーホートの人口を0として、推計を行った。 
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No 全国総計値 

での補正 
図－３ 上位5000メッシュにおける人口推移 総人口の変化分を 

用いて推計  
図-3は、人口上位5000メッシュにおける昭和４５年から

平成４２年予測値までの30年毎の推移を示している。こ

の図より、人口密度約10,000(人/Km2)以上の地域では、

昭和４５年から平成１２年にかけて人口密度の減少が見

られるが、この傾向は、平成４２年においても継続して

いる。 

一方で、人口密度約10,000(人/Km2)以下のメッシュで

は、平成４５年から平成１２年にかけては、人口密度の

上昇が見られたが、平成４２年ではこの傾向はみられな

かった。また、人口総数上位5000メッシュ以外のメッシ

ュでは、なだらかな負の指数曲線を描き、上位5000メッ

シュから10000メッシュの範囲では、平成１２年とのメ

ッシュあたりの人口の差が250から450人の間で推移し、

上位10000から20000では、その差が250から100人という

ように、メッシュ内人口が少なくなるにつれて差が小さ

くなっている。 

 

４．人口密度と自動車分担率の推移 

 

本章では、3章において検討した、メッシュを基準と

した日本全域にわたる将来人口推計をもとに、将来にお

ける通勤・通学目的の自動車利用に関する考察を行った。

図-4は、平成２年における人口密度上位10000メッシュ

の地域内人口と自動車分担率を示したものである。ここ

での自動車利用者とは、平成２年において、国勢調査地



域メッシュ統計における15歳以上の通勤・通学目的の利

用交通手段別利用者数をとったものである。既存の研究

において知られている通り、図-4において、人口密度が

高くなるにつれて、自動車分担率が小さくなる傾向が確

認できる。 
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表－４ 平成２･ 規模区分別自動車利用 

成２

４２年人口

平 年 

 
メッシ

ュ内人
メッシ 自動車分 通勤通・ 

通

自動車 

口 
ュ数 

人口 
担率 学者数 利用者 

1a 0-149 87526 4366129 0.636 163788 104169.2

1b 150-299 23992 5106011 0.629 1997553 1256461

2a 
300- 

3999 
4 16953 

50345370 
0.520 23076421 1999739

2b 
4000-

 9999 6089 37587306 0.340 19042577 6474476

2c 00- 100 1892 26206351 0.169 14190479 2398191

計 166452 123611167 0.399 58470818 23329856

 
平成４２年 

 メッシ 人 通勤・ 自動車利用者ュ数 口 通学者  

1a 91011 3133182 117536 74752

1b 12995 2888266 1129936 710729

2a 5 11751 53153776 24363689 2669118

2b 6157 37865904 19183721 6522465

2c 4538 20557396 11131626 1881245

計 166452 117598524 55626705 22195055 

 

表-4は、平成２年人口実績値と平成４２年人口予測

値に対し、人口規模５区分にメッシュを分け、それぞれ

の区分に対する通勤・通学目的の人口数・メッシュ数お

よび自動車分担率を示したものである。平成２年におけ

る自動車分担率が平成４２年においても一定であるとす

ると、2cのような高密度なメッシュでは、自動車分担率

は0.169となっているが、人口総数が20%減少している結

果、自動車利用も減少している。一方で、2aのメッシュ

では、自動車分担率が0.520となっているが、メッシュ

数が約10%、人口総数が約4%とともに増加しており、自

動車利用にも増加がみられる。個々のグループにおける

人口変化によって、自動車利用の変化には大きな違いが

見られるが、全体としては、総人口が5%程度減少し、自

動車利用も5%程度の減少するという結果となっている。 

．まとめと今後の課題 
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５

本研究では、わが国の都市スプロールの将来に関す

る概観を得ることを目標として、国勢調査全国メッシュ

データから、日本全域での３次メッシュ単位の将来人口

推計を行った。今後は将来人口推計モデルに土地利用や

地域ごとの特性を考慮に入れる、人口規模ごとに応じた

推計方法を選択するなど、よ

とが今後の課題である。 

また、将来人口推計をもとに将来における通勤・通

学目的の自動車利用に関する考察を行った。平成２年の

データに拠れば、人口密度が高いほど自動車分担率は低

い値を示した。平成４２年においては、非常に高密度な

メッシュでは、平成２年と比較して、人口密度の減少が

推定され、自動車利用の増加が考えられる。全体として

は、総人口

れ
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